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協議の上、相互に協力し、業務を実施しなければならない。 

５．管理技術者は、原則として変更できない。ただし、死亡、傷病、退職、出産、

育児、介護等やむをえない理由により変更を行う場合には、同等以上の技術者

とするものとし、受注者は発注者の承諾を得なければならない。 

 

第110条 担当技術者 

１．受注者は、業務の実施にあたって担当技術者を定める場合は、その氏名その

他必要な事項を調査職員に提出するものとする。（管理技術者と兼務するものを

除く）なお、担当技術者が複数にわたる場合は、適切な人数とし、８名までと

する。 

２．測量作業測量業務における担当技術者は、測量法に基づく測量士又は測量士

補の有資格者でなければならない。 

３．担当技術者は、設計図書等に基づき、適正に業務を実施しなければならない。 

 

第111条 提出書類 

１．受注者は、発注者が指定した様式により、契約締結後に関係書類を調査職員

を経て、発注者に遅滞なく提出しなければならない。ただし、契約金額に係る

請求書、請求代金代理受領承諾書、遅延利息請求書、調査職員に関する措置請

求に係る書類及びその他現場説明の際に指定した書類を除く。 

２．受注者が発注者に提出する書類で様式が定められていないものは、受注者に

おいて様式を定め、提出するものとする。ただし、発注者がその様式を指示し

た場合は、これに従わなければならない。 

３．受注者は、契約時又は変更時において、契約金額が 100 万円以上の業務につ

いて、業務実績情報システム（テクリス）に基づき、受注・変更・完了・訂正

時に業務実績情報として作成した「登録のための確認のお願い」をテクリスか

ら調査職員にメール送信し、調査職員の確認を受けた上で、受注時は契約締結

後、15 日（休日等を除く）以内に、登録内容の変更時は変更があった日から、

15日（休日等を除く）以内に、完了時は業務完了後、15日（休日等を除く）以内

に、訂正時は適宜、登録機関に登録申請しなければならない。なお、登録でき

る技術者は、業務計画書に示した技術者とする（担当技術者の登録は８名まで

とする）。 

また、登録機関に登録後、テクリスより「登録内容確認書」をダウンロード

し、直ちに調査職員に提出しなければならない。なお、変更時と完了時の間が、

15日間（休日等を除く）に満たない場合は、変更時の提出を省略できるものと

する。 

また、本業務の完了後において訂正または削除する場合においても、速やか

に発注者の確認を受けた上で、登録機関に登録申請し、登録後にはテクリスよ
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第118条 成果物の提出 

１．受注者は、測量業務が完了したときは、設計図書に示す成果物を業務完了報

告書とともに提出し、検査を受けるものとする。 

２．受注者は、設計図書に定めがある場合、又は調査職員の指示する場合は履行

期間途中においても、成果物の部分引き渡しを行うものとする。 

３．受注者は、成果物において使用する計量単位は、国際単位系（ＳＩ）とする。 

４．受注者は、電子納品運用に関するガイドライン（高知県・令和24年3月）（以

下「要領」という。）に基づいて作成した電子データにより成果物を提出するも

のとする。 

「要領」で特に記載が無い項目については、調査職員と協議のうえ、決定す

るものとする。 

 

第119条 関係法令及び条例の遵守 

受注者は、測量業務の実施にあたっては、関連する関係諸法令及び条例等を遵守

しなければならない。 

 

第120条 検査 

１．受注者は、契約書第 31 条第１項の規定に基づき、業務完了報告書を発注者に

提出する際には、契約図書により義務付けられた資料の整備がすべて完了し、

調査職員に提出していなければならない。 

２．発注者は、測量業務の検査に先立って受注者に対して検査日を通知するもの

とする。この場合において受注者は、検査に必要な書類及び資料等を整備する

とともに、屋外で行う検査においては、必要な人員及び機材を準備し、提供し

なければならない。この場合、検査に要する費用は受注者の負担とする。 

３．検査職員は、調査職員及び管理技術者の立会の上、次の各号に掲げる検査を

行うものとする。 

（１） 測量業務成果物の検査 

   （２） 測量業務管理状況の検査 

測量業務の状況について、書類、記録及び写真等により検査を行う。 

 

第121条 修補 

１．受注者は、修補は速やかに行わなければならない。 

２．検査職員は、修補の必要があると認めた場合には、受注者に対して期限を定

めて修補を指示することができるものとする。 

３．検査職員が修補の指示をした場合において、修補の完了の確認は検査職員の

指示に従うものとする。 
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１．受注者は、地質・土質調査業務における管理技術者を定め、発注者に通知す

るものとする。 

２．管理技術者は、契約図書等に基づき、地質・土質調査業務に関する管理を行

うものとする。 

３．管理技術者は、技術士（総合技術監理部門（選択科目：建設-土質及び基礎、

又は応用理学-地質）又は建設部門（選択科目：土質及び基礎）若しくは応用理

学部門（選択科目：地質））、国土交通省登録技術者資格（資格が対象とする区

分（施設分野等－業務）は特記仕様書による）、シビルコンサルティングマネー

ジャー（以下「ＲＣＣＭ」という。）（地質部門又は土質及び基礎部門）の資格

保有者又はこれと同等の能力と経験を有する技術者であり、特記仕様書に定め

る業務経験を有することとし、日本語に堪能（日本語通訳が確保できれば可）

でなければならない。なお、業務の範囲が現場での調査・計測作業のみである

場合、又は内業を含み、かつその範囲が、第602条第2項から第4項までの場合、

地質調査技士又はこれと同等の能力と経験を有する技術者を管理技術者とする

ことができる。 

 

４．管理技術者は、調査職員が指示する関連のある地質・土質調査業務等の受注

者と十分に協議の上、相互に協力し、業務を実施しなければならない。 

５．管理技術者は、原則として変更できない。ただし、死亡、傷病、退職、出産、

育児、介護等やむをえない理由により変更を行う場合には、同等以上の技術者

とするものとし、受注者は発注者の承諾を得なければならない。 

 

第109条 照査技術者及び照査の実施 

１．受注者は、業務の実施にあたり、照査を適切に実施しなければならない。 

２．設計図書に照査技術者の配置の定めのある場合は、下記に示す内容によるも

のとする。 

（１）受注者は、設計業務等における照査技術者を定め、発注者に通知するも

のとする。 

（２）照査技術者は、技術士（総合技術監理部門（選択科目：建設-土質及び基

礎、又は応用理学-地質）、建設部門（選択科目：土質及び基礎）若しくは応

用理学部門（選択科目：地質））、国土交通省登録技術者資格（資格が対

象とする区分（施設分野等－業務）は特記仕様書による）、ＲＣＣＭ（地

質部門又は土質及び基礎部門）の資格保有者又はこれと同等の能力と経

験を有する技術者であり、特記仕様書に定める業務経験を有することと

し、日本語に堪能（日本語通訳が確保できれば可）でなければならない。 

（３）照査技術者は、照査計画を作成し業務計画書に記載し、照査に関する事

項を定めなければならない。 
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（１）調査位置案内図・調査位置平面図・土質又は地質断面図（着色を含む） 

（２）作業時の記録及びコアの観察によって得た事項は、電子納品運用に関す

るガイドライン（高知県・令和2年3月）に従い柱状図に整理し提出するも

のとする。 

（３）採取したコア提出の要否は監督職員より指示する。提出が必要な場合は

採取したコアは標本箱に収納し、調査件名・孔番号・深度等を記入する。

なお、未固結の試料は、1ｍ毎又は各土層ごとに標本ビンに密封して収納す

るものとする。採取したコアの提出要否については、調査職員と協議する

ものとする。 

 

（４）コア写真は、調査件名、孔番号、深度等を明示して撮影（カラー）し、

整理するものとする。 
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（参考）主要技術基準及び参考図書 

 

R42.3 現在 

 

 

№ 名      称 編集又は発行所名 発行年月 

〔１〕共  通     

1 国土交通省制定  土木構造物標準設計 全日本建設技術協会 － 

2 土木製図基準[2009 年改訂版] 土木学会 H21.2 

3 水理公式集 平成 11 年版 土木学会 H11.11 

4 JIS ハンドブック  日本規格協会 最新版 

5 土木工事安全施工技術指針 国土交通省 R43.23 

6 建設工事公衆災害防止対策要綱の解説(土木工事編) 国土交通省 R 元.9 

7 建設機械施工安全技術指針 国土交通省 H17.3 

8 建設機械施工安全技術指針 指針本文とその解説 日本建設機械施工協会 H18.2 

9 移動式クレーン、杭打機等の支持地盤養生マニュアル  日本建設機械施工協会 H12.3 

10 土木工事共通仕様書 国土交通省 R3.3 

11 地盤調査の方法と解説（2分冊） 地盤工学会 H25.3 

12 地盤材料試験の方法と解説(2 分冊) 地盤工学会 H21.11 

13 地質・土質調査成果電子納品要領 国土交通省 H28.10 

14 公共測量  作業規程の準則 国土交通省 R2.3 

15 公共測量 作業規程の準則 基準点測量記載要領 日本測量協会 H29.4 

16 公共測量   作業規程の準則（平成 28 年 3 月 31 日改正

版） 解説と運用 基準点測量、応用測量編 

日本測量協会 H28.3 

17 公共測量   作業規程の準則（平成 28 年 3 月 31 日改正

版）   解説と運用 地形測量及び写真測量編 

日本測量協会 H28.3 

18 測量成果電子納品要領 国土交通省 H30.3 

19 測地成果 2000 導入に伴う公共測量成果座標変換マニ

ュアル 

国土地理院 H19.11 

20 基本水準点の 2000 年度平均成果改定に伴う公共水準

点成果改訂マニュアル(案) 

国土地理院 H13.5 

21 公共測量成果改定マニュアル 国土地理院 H26.5 

22 電子納品運用ガイドライン【業務編】 国土交通省 R2.3 

23 電子納品運用ガイドライン【測量編】 国土交通省 R32.3 

24 電子納品運用ガイドライン【地質・土質調査編】 国土交通省 H30.3 

25 2017 年制定  コンクリート標準示方書【設計編】 土木学会 H30.3 

26 2014 年制定  舗装標準示方書 土木学会 H27.10 
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53 床止めの構造設計手引き 国土開発技術研究センタ

ー 

H10.12 

54 海岸保全計画の手引き 全国海岸協会 H6.3 

55 緩傾斜堤の設計の手引き 改訂版 全国海岸協会 H18.1 

56 人工リーフの設計の手引き（改訂版）の一部改訂 全国海岸協会 H29.6 

57 治水経済調査マニュアル（案） 国土交通省河川局 H17.4 

58 面的な海岸防護方式の計画・設計マニュアル 日本港湾協会 H3.3 

59 ビーチ計画･設計マニュアル(改訂版） 日本マリーナビーチ協会 H17.10 

60 港湾環境整備施設技術マニュアル 沿岸開発技術研究センタ

ー 

H3.3 

61 農地防災事業便覧 平成 10 年度版 農地防災事業研究会 H11.1 

62 漁港計画の手引 平成 4年度改訂版 全国漁港協会 H4.11 

63 漁港海岸事業設計の手引  全国漁港漁場協会 H25.11 

64 水と緑の渓流づくり調査 建設省河川局砂防部 H3.8 

65 渓流環境整備計画策定マニュアル(案) 建設省河川局砂防部 H6.9 

66 砂防における自然環境調査マニュアル(案) 建設省河川局砂防部 H3.1 

67 ダム貯水池水質調査要領 国土交通省水管理・国土

保全局河川環境課 

H27.3 

68 グラウチング技術指針・同解説 国土技術研究センター H15.7 

69 鋼製砂防構造物設計便覧（平成 21 年版）新編・鋼製砂

防構造設計便覧（令和 3年度） 

砂防・地すべり技術セン

ター 

H21R3.9 

70 土石流危険渓流および土石流危険区域調査要領(案) 建設省河川局砂防部 H11.4 

71 新版 地すべり鋼管杭設計要領 斜面防災対策技術協会 H20.5 

72 新・斜面崩壊防止工事の設計と実例‐急傾斜地崩壊防止

工事技術指針‐ 

全国治水砂防協会 R 元.5 

73 ダム事業の手引き(平成元年度版) ダム技術センター H 元.4 

74 フィルダムの耐震設計指針(案) 国土開発技術研究センタ

ー 

H3.6 

75 多目的ダムの建設 ダム技術センター H17.6 

76 改訂 3版 コンクリートダムの細部技術 ダム技術センター H22.7 

77 ルジオンテスト技術指針・同解説 国土技術研究センター H18.7 

78 発電用水力設備の技術基準と官庁手続き（平成 23 年改

訂版） 

電力土木技術協会 H23.3 

79 ダムの地質調査 土木学会 S62.6 
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107 河道計画検討の手引き 国土技術研究センター H14.2 

108 海岸施設設計便覧 2000 年版 土木学会 H12.111 

109 自然共生型海岸づくりの進め方 全国海岸協会 H15.3 

110 海岸事業の費用便益分析指針【改訂版】 農林水産省農村振興局・

農林水産省水産庁・国土

交通省河川局・国土交通

省港湾局 

R2.4 

111 津波浸水想定の設定の手引き Ver.2.10 国土交通省水管理・国土

保全局海岸室、国土交通

省国土技術政策総合研究

所河川研究部海岸研究室 

H31.4 

112 津波の河川遡上解析の手引き（案） 国土技術研究センター H19.5 

113 津波・高潮対策における水門・陸閘等管理システムガ

イドライン（Ver3.1) 

農林水産省農村振興局・

農林水産省水産庁・国土

交通省河川局・国土交通

省港湾局 

H28.4 

114 海岸における水防警報の手引き（案） 国土交通省 河川局防災

課・海岸室 

H22.3 

115 海岸漂着危険物対応ガイドライン 農林水産省農村振興局・

農林水産省水産庁・国土

交通省河川局・国土交通

省港湾 

H21.6 

116 海岸保全施設維持管理マニュアル 農林水産省農村振興局防

災課、農林水産省水産庁

防災漁村課、国土交通省

水管理・国土保全局海岸

室、国土交通省港湾局海

岸・防災課 

R2.6 

117 砂防事業の費用便益分析マニュアル(案) 国土交通省水管理･国土

保全局砂防部 

R3.1 

118 土石流対策事業の費用便益分析マニュアル(案)   国土交通省水管理･国土

保全局砂防部 

R3.1 

119 地すべり対策事業の費用便益分析マニュアル(案)   国土交通省水管理･国土

保全局砂防部 

R3.1 

120 急傾斜地崩壊対策事業の費用便益分析マニュアル(案) 建設省砂防部 R3.1 

121 砂防関係施設の長寿命化計画策定ガイドライン(案)   国土交通省水管理･国土

保全局砂防部 

H31R2.3 

122 都道府県と気象庁が共同して土砂災害警戒情報を作成

・発表するための手引き   

国土交通省水管理・国土

保全局砂防部、気象庁予

報部 

H27R3.26 
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123 国土交通省河川局砂防部と気象庁予報部の連携による

土砂災害警戒基準雨量の設定手法(案)   

国土交通省河川局砂防

部、気象庁予報部、国土

交通省国土技術政策総合

研究所 

H17.6 

124 土砂災害ハザードマップ作成のための指針と解説（案

） 土砂災害ハザードマップ作成ガイドライン 

国土交通省河川局砂防部

砂防計画課、国土交通省

国土技術政策総合研究

所、危機管理技術研究セ

ンター水管理・国土保全

局砂防部砂防計画課 

H17R2.710 

125 土砂災害警戒避難ガイドライン   国土交通省砂防部 H27.4 

126 火山噴火緊急減災対策砂防計画策定ガイドライン   国土交通省河川局砂防部 H19.4 

127 火山噴火に起因下した土砂災害予想区域図作成の手引

き(案)   

国土交通省水管理･国土

保全局砂防部 

H25.3 

128 「地すべり防止技術指針」並びに「地すべり防止技術

指針解説」   

国土交通省河川局砂防部 H20.1 

129 既設砂防堰堤を活用した小水力発電ガイドライン（案

）  

国土交通省河川局砂防部

保全課 

H22.2 

130 山地河道における流砂水文観測の手引き（案）   国土交通省国土技術政策

総合研究所 

H24.4 

131 深層崩壊に起因する土石流の流下・氾濫計算マニュア

ル(案) 

土木研究所 H25.1 

132 大規模土移動検知システムにおけるセンサー設置マニ

ュアル（案）    

土木研究所 H24.6 

133 表層崩壊に起因する土石流の発生危険度評価マニュア

ル(案)   

土木研究所 H21.1 

134 天然ダム監視技術マニュアル(案)   土木研究所 H20.12 

135 深層崩壊の発生の恐れのある渓流抽出マニュアル(案)

   

土木研究所 H20.11 

136 振動検知式土石流センサー設置マニュアル(案)   土木研究所 H17.7 

137 砂防ソイルセメント設計・施工便覧   砂防・地すべり技術セン

ター 

H28.12 

138 集落雪崩対策工事技術指針   雪センター H8.2 

139 北海道の地域特性を考慮した雪崩対策の技術資料(案）

  

土木研究所寒地土木研究

所 

H22.3 

140 火山砂防策定指針 建設省河川局砂防部 H4.4 

141 深層崩壊対策技術に関する基本的事項  国土交通省国土技術政策

総合研究所 

H26.9 
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究所 

164 
ダム貯水池水質改善の手引き 

国土交通省水管理・国土

保全局河川環境課 
H30.3 

165 

高潮浸水想定区域図作成の手引き(Ver.2.0010) 

農林水産省農村振興局整

備部防災課、農林水産省

水産庁漁港漁場整備部防

災漁村課、国土交通省水

管理・国土保全局河川環

境課、国土交通省水管理

・国土保全局海岸室、国

土交通省港湾局海岸・防

災課 

R32.76 

166 小規模河川の氾濫推定図作成の手引き 国土交通省 R2.6 

167 ダム事業における環境影響評価配慮書作成の手引き

（案） 

国土交通省水管理・国土

保全局河川環境課 
R2.6 

168 豪雨時の土砂生産をともなう土砂動態解析に関する留

意点 

国土交通省国土技術政策

総合研究所 
H27.11 

169 河床変動計算を用いた土砂・洪水氾濫対策に関する砂

防施設配置検討の手引き（案） 

国土交通省国土技術政策

総合研究所 
H30.11 

170 大規模土砂生産後に生じる活発な土砂流出に関する対

策の基本的考え方（案） 

国土交通省国土技術政策

総合研究所 
R2.6 

 

 

 

171 

 

高潮特別警戒水位の設定の手引き 

国土交通省水管理・国土

保全局河川環境課水防企

画室、国土交通省水管理

・国土保全局海岸室、国

土交通省国土技術政策総

合研究所河川研究部 海

岸研究室 

R3.5 
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〔３〕道 路 関 係     

1 建設省所管道路事業影響評価技術指針 建設省 S60.9 

2 道路環境影響評価要覧 〈1992 年版〉 道路環境研究所 H4.9 

3 道路構造令の解説と運用 日本道路協会 H27.6 

4 第７次改訂 道路技術基準通達集 － 基準の変遷と通達 

－ 

ぎょうせい H14.3 

5 林道規程－運用と解説－ 日本林道協会 H23.8 

6 交通渋滞実態調査マニュアル 建設省土木研究所 H2.2 

7 自転車道等の設計基準解説 日本道路協会 S49.10 

8 自転車道必携 自転車道路協会 S60.3 

9 自転車利用環境整備のためのキーポイント 日本道路協会 H25.6 

10 交通工学ハンドブック 2014 交通工学研究会 H25.12 

11 クロソイドポケットブック(改訂版) 日本道路協会 S49.8 

12 道路の交通容量 日本道路協会 S59.9 

13 道路の交通容量 1985 交通工学研究会 S62.2 

14 HIGHWAY CAPACITY  MANUAL Transportation Resear

ch Board  

2010  

15 改訂 平面交差の計画と設計 基礎編 第 3版平面交差の計

画と設計 基礎編 －計画・設計・交通信号制御の手引き

－ 

交通工学研究会 H3019.11

7 

16 平面交差の計画と設計－応用編－2007  交通工学研究会 H19.10 

17 路面標示設置マニュアル 交通工学研究会 H24.1 

18 交通工学実務双書第４巻    市街地道路の計画と設計 交通工学研究会 S63.12 

19 生活道路のゾーン対策マニュアル 交通工学研究会 H29.6 

20 道路環境影響評価の技術手法（平成２４年度版）及び 道

路環境響評価の技術手法 4.騒音 4.1 自動車の走行に係る

騒音（令和 2 年度版） 

国土技術政策総合研究

所、土木研究所 

H25.3 

21 道路土工要綱 日本道路協会 H21.6 

22 道路土工－切土工・斜面安定工指針（平成 21 年度版） 日本道路協会 H21.6 

23 道路土工－盛土工指針（平成 22 年度版） 日本道路協会 H22.4 

24 道路土工－軟弱地盤対策工指針（平成 24 年度版） 日本道路協会 H24.8 

25 道路土工－仮設構造物工指針 日本道路協会 H11.3 

26 道路土工－擁壁工指針（平成 24 年度版） 日本道路協会 H24.7 

27 道路土工－カルバート工指針（平成 21 年度版） 日本道路協会 H22.3 

28 多数アンカー式補強土壁工法設計・施工マニュアル 第

３版 

土木研究センター H26.8 

29 補強土（テールアルメ）壁工法設計・施工マニュアル 

第 3回改訂版 

土木研究センター H26.8 

30 ジオテキスタイルを用いた補強土の設計・施工マニュア

ル 改訂版 

土木研究センター H25.12 
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31 アデムウォール（補強土壁）工法設計・施工マニュア

ル 

土木研究センター H26.9 

32 プレキャストボックスカルバート設計・施工マニュア

ル(鉄筋コンクリート製・プレストレストコンクリート

製) 

全国ボックスカルバート

協会 

H30.4 

33 下水道用強化プラスチック複合管道路埋設指針（平成 1

1 年改訂） 

強化プラスチック複合管

協会 

H11.3 

34 下水道用セラミックパイプ（陶管）道路埋設指針（平

成 11 年改訂） 

全国セラミックパイプ工

業組合 

H11.3 

345 下水道用硬質塩化ビニル管道路埋設指針 塩化ビニル管継手協会 H11.3 

356 プレキャストボックスカルバート設計施工要領・同解

説 

日本 PC ボックスカルバー

ト製品協会 

H24.3 

367 のり枠工の設計・施工指針 全国特定法面保護協会 H25.10 

378 道路橋示方書・同解説(Ⅰ共通編) 日本道路協会 H29.11 

389 道路橋示方書・同解説(Ⅱ鋼橋・鋼部材編) 日本道路協会 H29.11 

4039 
道路橋示方書・同解説(Ⅲコンクリート橋・コンクリー

ト部材編) 
日本道路協会 H29.11 

401 道路橋示方書・同解説(Ⅳ下部構造編) 日本道路協会 H29.11 

412 道路橋示方書・同解説(Ⅴ耐震設計編) 日本道路協会 H29.11 

423 鋼道路橋疲労設計便覧 日本道路協会 R2.9 

434 鋼道路橋設計便覧 日本道路協会 R2.9 

445 鋼道路橋施工便覧（改訂版） 日本道路協会 R2.9 

456 道路橋耐風設計便覧 日本道路協会 H20.1 

467 杭基礎設計便覧 日本道路協会 R2.9 

478 杭基礎施工便覧 日本道路協会 R2.9 

489 鋼管矢板基礎設計施工便覧 日本道路協会 H9.12 

5049 斜面上の深礎基礎設計施工便覧 日本道路協会 H24.4 

501 立体横断施設技術基準・同解説 日本道路協会 S54.1 

512 コンクリート道路橋設計便覧 日本道路協会 R2.9 

523 コンクリート道路橋施工便覧 日本道路協会 H10.1 

534 道路橋伸縮装置便覧 日本道路協会 S45.4 
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545 道路橋支承便覧 日本道路協会 H30.12 

556 鋼道路橋防食便覧 日本道路協会 H26.3 

567 道路橋補修便覧 日本道路協会 S54.2 

578 小規模吊橋指針・同解説 日本道路協会 S59.4 

589 道路橋床版防水便覧 日本道路協会 H19.3 

5960 鋼構造架設設計施工指針[2012 年版]  土木学会 H24.6 

601 美しい橋のデザインマニュアル第 1集 土木学会 H5.3 

612 美しい橋のデザインマニュアル第 2集 土木学会 H5.7 

623 橋の美Ⅰ－道路橋景観便覧 

橋の美Ⅱ－道路橋景観便覧 

橋の美Ⅲ－橋梁デザインノート 

日本道路協会 S52.7 

S56.6 

H4.5 

634 道路トンネル技術基準(換気編)・同解説 平成 20 年改

訂版 

日本道路協会 H20.10 

645 道路トンネル技術基準(構造編)・同解説 日本道路協会 H15.11 

656 道路トンネル非常用施設設置基準・同解説 日本道路協会 R 元.9 

667 道路トンネル維持管理便覧【本体工編】(令和 2年版) 日本道路協会 R2.8 

678 道路トンネル維持管理便覧【付属施設編】(改訂版) 日本道路協会 H28.11 

689 道路トンネル観察･計測指針 平成 21 年改訂版 日本道路協会 H21.2 

6970 道路トンネル安全施工技術指針 日本道路協会 H8.10 

701 シールドトンネル設計・施工指針 日本道路協会 H21.2 

712 舗装の構造に関する技術基準・同解説 日本道路協会 H13.9 

723 舗装設計施工指針 平成 18 年版 日本道路協会 H18.2 

734 アスファルト舗装工事共通仕様書解説(改訂版) 日本道路協会 H4.12 

745 舗装設計便覧 平成 18 年版 日本道路協会 H18.2 

756 舗装施工便覧 平成 18 年版 日本道路協会 H18.2 

767 アスファルト混合所便覧(平成８年版) 日本道路協会 H8.10 

778 舗装再生便覧 平成 22 年版 日本道路協会 H22.11 

789 砂利道の瀝青路面処理指針 日本アスファルト協会 S59.9 

7980 フルデプス・アスファルト舗装設計施工指針(案) 日本アスファルト協会 S61.9 

801 製鋼スラグを用いたアスファルト舗装設計施工指針 鐵鋼スラグ協会 S57.7 

812 鉄鋼スラグ路盤設計施工指針 編集：鉄鋼スラグ路盤設

計施工指針作成委員会 

発行：土木研究センター 

H27.3 

823 インターロッキングブロック舗装設計施工要領 インターロッキングブロ

ック舗装技術協会 

H29.3 

834 設計要領第一集   舗装保全編・舗装建設編 NEXCO H29.7  

845 構内舗装・排水設計基準及び同資料 平成 27 年版 国土交通省 H27.3 

856 併用軌道構造設計指針 日本道路協会 S37.5 

867 舗装性能評価法－必須および主要な性能指標の評価法 日本道路協会 H25.4 
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編－ 

878 舗装性能評価法 別冊－必要に応じ定める性能指標の

評価法編－ 
日本道路協会 H20.3 

889 道路維持修繕要綱(改訂版) 日本道路協会 S53.7 

8990 舗装調査・試験法便覧（平成 31 年度版）(全４分冊) 日本道路協会 H31.3 

901 道路震災対策便覧（震前対策編）平成 18 年度改訂版 日本道路協会 H18.9 

912 道路震災対策便覧（震災復旧編）平成 18 年度改訂版 日本道路協会 H19.3 

923 道路震災対策便覧（震災危機管理編） 日本道路協会 R 元.7 

934 落石対策便覧 日本道路協会 H29.12 

945 道路緑化技術基準・同解説 日本道路協会 H28.3 

956 道路土工構造物技術基準・同解説 日本道路協会 H29.3 

967 道路防雪便覧 日本道路協会 H2.5 

978 共同溝設計指針 日本道路協会 S61.3 

989 プレキャストコンクリート共同溝設計･施工要領(案) 道路保全技術センター H6.3 

9910

0 

共同溝耐震設計要領(案) 建設省土木研究所 S59.10 

1001 キャブシステム技術マニュアル(案)解説 開発問題研究所 H5.8 

1012 防護柵の設置基準・同解説（改訂版）/ボラード設置便

覧 

日本道路協会 H28R3.12

 3  

1023 車両用防護柵標準仕様・同解説 日本道路協会 H16.3 

1034 道路標識設置基準・同解説 日本道路協会 R2.6 

1045 道路標識構造便覧 日本道路協会 R2.6 

1056 視線誘導標設置基準・同解説 日本道路協会 S59.10 

1067 道路照明施設設置基準・同解説 日本道路協会 H19.10 

1078 道路・トンネル照明器材仕様書 建設電気技術協会 H31.3 

1089 LED 道路・トンネル照明導入ガイドライン（案） 国土交通省 H27.3 

1091

0 

道路反射鏡設置指針 日本道路協会 S55.12 

1101 視覚障害者誘導用ブロック設置指針・同解説 日本道路協会 S60.9 

1112 道路標識ハンドブック (202112 年度版) 

道路標識ハンドブックⅡ (2021 年度版) 

道路標識ハンドブックⅢ (2020 年度版) 

全国道路標識・標示業協

会編 

H25.2 

1123 路面標示ハンドブック第 5 版 全国道路標識・標示業協

会編 

H25 

1134 駐車場設計･施工指針 同解説 日本道路協会 H4.11 

1145 料金徴収施設設置基準(案)・同解説 日本道路協会 H11.9 

1156 （補訂版）道路のデザイン  道路デザイン指針（案）

とその解説 
日本みち研究所 H29.11 

1167 景観に配慮した道路附属物等ガイドライン 日本みち研究所 H29.11 
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№ 名      称 編集又は発行所名 発行年月 

118 平成 21 年度道路環境センサス調査要領 道路局地方道環境課、 

国土技術政策総合研究所 

H21.6 

1179 路上自転車・自動二輪車等駐車場設置指針・同解説 日本道路協会 H19.1 

1182

0 

道路防災総点検要領［豪雨・豪雪等］ 道路保全技術センター H8.8 

1192

1 

道路防災総点検要領［地震］ 道路保全技術センター H8.8 

1202 防災カルテ作成・運用要領 道路保全技術センター H8.12 

1213 道路防災点検の手引［豪雨・豪雪等］ 道路保全技術センター H19.9 

1224 橋梁の維持管理の体系と橋梁管理カルテ作成要領（案

） 

国土交通省道路局国道・

防災課 

H16.3 

1235 橋梁定期点検要領 国土交通省道路局国道・

技術課 

H31.3 

1246 鋼製橋脚隅角部の疲労損傷臨時点検要領 国道課長 H14.5 

1257 道路橋のアルカリ骨材反応に対する維持管理要領（案

） 

高速国道課長、国道課

長、有料道路課長 

H15.3 

1268 PCT 桁橋の間詰めコンクリート点検要領（案） 国道課長 H15.1 

1279 橋梁における第三者被害予防措置要領（案） 国道・防災課長 H28.12 

1283

0 

コンクリート橋の塩害に関する特定点検要領（案） 国道・防災課長 H16.3 

1293

1 
道路土工構造物点検要領 

国土交通省道路局国道・

技術課 
H30.6 

1302 舗装点検要領 
国土交通省道路局国道・

防災課 
H29.3 

1313 道路トンネル定期点検要領 
国土交通省道路局国道・

技術課 
H31.3 

1324 シェッド・大型カルバート等定期点検要領 
国土交通省道路局国道・

技術課 
H31.3 

1335 歩道橋定期点検要領 
国土交通省道路局国道・

技術課 
H31.3 

1346 附属物（標識、照明施設等）点検要領 
国土交通省道路局国道・

技術課 
H31.3 

1357 舗装点検要領に基づく舗装マネジメント指針 日本道路協会 H30.9 

1368 
舗装性能評価表 －必須および主要な性能指標編－

（平成 25 年版） 
日本道路協会 H25.4 

1379 
舗装性能評価表 －必要に応じ定める性能指標の評価

法編－ 
日本道路協会 H20.3 

1384

0 
橋梁点検必携 平成 29 年度版 日本道路協会 H29.4 



第１編 共通編  第２章 設計業務等一般 

1-44 

№ 名      称 編集又は発行所名 発行年月 

140 橋梁における第三者被害予防措置要領（案） 国土交通省道路局国道・

防災課 

H28.12 

1394

1 

ずい道等建設工事における換気技術指針 建設業労働災害防止協会 H24.3 

1402 道路管理施設等設計指針（案）・道路管理施設等設計

要領（案） 

日本建設機械施工協会 H15.7 

1413 構想段階における道路計画策定プロセスガイドライン 国土交通省道路局 H25.7 

1424 凸部、狭窄部及び屈曲部の設置に関する技術基準 国土交通省都市局・道路

局 

H28.3 
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1435 ラウンドアバウトマニュアル 交通工学研究会 H28.4 

1446 安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン  国土交通省道路局 

警察庁交通局 

H28.7 

145 道路橋ケーブル構造便覧 日本道路協会 R3.11 

146 舗装種別選定の手引き 日本道路協会 R3.12 
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受注者は、計画規模の土石流による計画流出土砂量を設定するものと

する。 

（５）土石流による被害の推定 

受注者は、計画規模の土石流が流出した場合の保全対象の受ける被害

を推定するものとする。 

（６）土石流対策施設配置計画 

受注者は、土石流施設配置計画について基本事項および施設配置計画

の検討を行うものとする。 

１）基本事項検討 

計画流出土砂量を合理的かつ効果的に処理するための対策施設につ

いて基本事項を検討する。 

２）施設配置計画 

既存砂防施設による土砂整備率および基本事項の検討結果に基づ

き、計画する砂防施設の位置、工種、規模を検討する。 

３）対策優先度の検討 

基本事項、施設配置計画の検討結果に基づき、土石流の抑止・抑

制・捕捉・導流などの対策について優先度を検討する。 

（７）照査 

受注者は、第 1108 条照査技術者及び照査の実施に基づき、照査を実施

するものとする。 

なお、照査事項は第 4208 条水系砂防土砂・共水氾濫対策計画第２項

（５）に準ずるものとする。 

（８）総合検討 

受注者は、土石流対策調査および土石流対策計画等の結果を踏まえ、

総合的に検討を行うものとする。 

（９）報告書作成 

受注者は、業務の成果として、第 1210 条調査業務及び計画業務の成果

に準じて報告書を作成するものとする。 

３．貸与資料 

発注者が貸与する資料は下記を標準とする。 

（１）土石流対策調査の成果物 

（２）地形図 

（３）空中写真 

（４）既往砂防施設についての資料（施設台帳、位置図等） 

（５）航空レーザ測量成果 

（６）業務に関連する既往調査報告書 
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走行性、維持管理、経済性（ライフサイクルコスト）等を考慮し、舗装

「舗装種別選定の手引き」（公益社団法人日本道路協会 R3.12）に示され

たチェックシート等を参考に（アスファルト舗装／コンクリート舗装等）

の比較検討のうえ、舗装の種類・構成を決定し、設計するものとする。 

（10）施工計画 

受注者は、設計図書に基づき経済的かつ合理的に工事の費用を予定する

ために必要な施工計画を行うものとする。 

（11）設計図 

受注者は、以下の設計図を作成するものとする。なお、工事発注に際し

て留意すべき設計条件等は図面に記載するものとする。 

１）路線図 

市販地図等に路線、主要構造物、コントロールポイント、連絡等施設

等を記入するものとする。 

２）平面図 

実測平面図を用い、設計した縦断・横断の成果及び橋梁、トンネル等

の主要構造物等、計画した全ての構造物を記入するものとする。 

３）縦断図 

実測縦断図を用い、計画した縦断線形に基づき 20m 毎の測点、主要点

及び地形の変化点等の計画高計算を行い作成する。縦断図には主要構造

物及び道路横断構造物を記入するものとする。 

４）標準横断図 

切土、盛土等の断面について代表的な形状箇所を選定し作成する。標

準横断図には、幅員構成、舗装構成、法面保護工、道路付帯構造物小構

造物等の必要事項を記入するものとする。 

５）横断図 

実測横断図を用い、横断設計に基づいて設計する。横断図には、土層

別の土量および法長等、必要な事項を記入する。 

６）土積図 

上段に縦断図を作成し、下段に土積曲線を記入するものとする。 

７）詳細図 

標準設計図集以外の小構造物を使用する場合は、構造寸法及び数量表

を記入した詳細図を作成するものとする。 

（12）数量計算 

受注者は、第 1211 条設計業務の成果（４）に従い数量計算を実施し、

数量計算書を作成するものとする。 

（13）照査 

受注者は、第 1108 条照査技術者及び照査の実施に基づくほか、下記に

示す事項を標準として照査を実施するものとする。 
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